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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第３四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第３四半期 46,949 1.7 11,531 10.8 7,343 6.5

26年３月期第３四半期 46,178 1.1 10,405 42.8 6,898 54.9
(注) 包括利益 27年３月期第３四半期 19,010百万円( 206.4％) 26年３月期第３四半期 6,204百万円(△29.6％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第３四半期 29.14 －

26年３月期第３四半期 27.30 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第３四半期 5,198,174 184,872 3.5

26年３月期 5,385,042 167,820 3.1
(参考) 自己資本 27年３月期第３四半期 184,872百万円 26年３月期 167,596百万円
　

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しており
　 ます。なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 － 3.50 － 4.00 7.50

27年３月期 － 3.75 －

27年３月期(予想) 3.75 7.50
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 14,100 △3.1 8,600 △6.1 34.13
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料２頁「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期３Ｑ 252,500,000株 26年３月期 252,500,000株

② 期末自己株式数 27年３月期３Ｑ 516,397株 26年３月期 510,825株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期３Ｑ 251,985,772株 26年３月期３Ｑ 252,660,750株

　
　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づくレビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の実績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

貸出金及び有価証券残高の増加に伴い資金運用収益が増加したことや預かり資産の販売が堅調に推移して役務

取引等収益が増加したことなどから、経常収益は前年同期比７億71百万円増収の469億49百万円となりました。ま

た、経費が増加する一方、与信関係費用が戻入となったことなどから、経常利益は前年同期比11億26百万円増益の

115億31百万円、四半期純利益は前年同期比４億45百万円増益の73億43百万円となりました。 

なお、前年度に当行の連結子会社でありました東邦情報システム株式会社と当行の持分法適用の関連会社であり

ました東邦コンピューターサービス株式会社が、平成 26 年４月１日に合併（東邦コンピューターサービス株式会

社を存続会社、東邦情報システム株式会社を消滅会社とする吸収合併方式）したため、東邦情報システム株式会社

を当第１四半期より連結の範囲から除外しております。 

合併に伴い、存続会社である東邦コンピューターサービス株式会社は、社名を東邦情報システム株式会社に変更

いたしました。合併後の会社は、引き続き持分法適用の関連会社となります。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

主要勘定の動向 

Ａ．預金・譲渡性預金等 

預金につきましては、公共預金の減少等により前年度末比2,557億円減少し、４兆4,686億円となりました。 

譲渡性預金を含む総預金も、同様に 2,398 億円減少し４兆 8,848 億円となりました。 

Ｂ．貸出金 

成長分野関連産業並びに復興需要等へも積極的にお応えしたことなどから、前年度末比 337 億円増加し、 

２兆 6,727 億円となりました。 

Ｃ．有価証券 

投資環境や市場動向に留意しながら効率的な資金運用に努めました結果、前年度末比 2,036 億円増加し、 

１兆 6,958 億円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間の業績は順調に推移しており、平成 26 年５月 12 日に公表いたしました業績予想に変

更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計基準等の改正に伴う会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下、「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間に

ついて従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間ごとに設定さ

れた複数の割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半  

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が339百万円減少し、利益剰余金が220百万円増

加しております。また、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ126百万円

増加しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

現金預け金 1,093,424 761,811

コールローン及び買入手形 96,059 ―

買入金銭債権 10,426 10,835

商品有価証券 379 320

金銭の信託 10,379 12,183

有価証券 1,492,213 1,695,825

貸出金 2,638,929 2,672,707

外国為替 1,744 2,656

その他資産 8,053 10,803

有形固定資産 35,766 36,245

無形固定資産 2,545 2,311

繰延税金資産 4,862 ―

支払承諾見返 7,617 8,916

貸倒引当金 △17,359 △16,442

資産の部合計 5,385,042 5,198,174

負債の部

預金 4,724,430 4,468,661

譲渡性預金 400,326 416,205

コールマネー及び売渡手形 15,438 42,192

借用金 33,500 38,200

外国為替 79 265

その他負債 17,698 19,054

退職給付に係る負債 13,192 12,542

役員退職慰労引当金 403 436

睡眠預金払戻損失引当金 329 329

偶発損失引当金 501 514

ポイント引当金 92 96

繰延税金負債 ― 2,281

再評価に係る繰延税金負債 3,611 3,606

支払承諾 7,617 8,916

負債の部合計 5,217,222 5,013,302

純資産の部

資本金 23,519 23,519

資本剰余金 13,653 13,653

利益剰余金 115,067 120,686

自己株式 △172 △174

株主資本合計 152,068 157,685

その他有価証券評価差額金 16,448 29,557

繰延ヘッジ損益 0 △1,472

土地再評価差額金 502 493

退職給付に係る調整累計額 △1,422 △1,391

その他の包括利益累計額合計 15,528 27,187

少数株主持分 223 ―

純資産の部合計 167,820 184,872

負債及び純資産の部合計 5,385,042 5,198,174
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

経常収益 46,178 46,949

資金運用収益 31,432 32,154

（うち貸出金利息） 23,019 22,996

（うち有価証券利息配当金） 7,862 8,606

役務取引等収益 9,449 10,054

その他業務収益 2,496 1,727

その他経常収益 2,799 3,013

経常費用 35,773 35,418

資金調達費用 1,767 1,826

（うち預金利息） 1,191 1,162

役務取引等費用 3,947 3,886

その他業務費用 624 396

営業経費 28,104 28,737

その他経常費用 1,329 571

経常利益 10,405 11,531

特別利益 265 25

固定資産処分益 1 ―

受取補償金 263 25

特別損失 322 207

固定資産処分損 107 179

減損損失 214 26

持分変動損失 ― 1

税金等調整前四半期純利益 10,348 11,350

法人税、住民税及び事業税 2,351 3,254

法人税等調整額 1,096 752

法人税等合計 3,448 4,006

少数株主損益調整前四半期純利益 6,900 7,343

少数株主利益 2 ―

四半期純利益 6,898 7,343
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,900 7,343

その他の包括利益 △696 11,667

その他有価証券評価差額金 △700 13,100

繰延ヘッジ損益 △0 △1,472

土地再評価差額金 △1 ―

退職給付に係る調整額 ― 31

持分法適用会社に対する持分相当額 5 8

四半期包括利益 6,204 19,010

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,201 19,010

少数株主に係る四半期包括利益 2 ―
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（３）継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 
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１．

２．

３．

４．

５．

自己資本比率

金融再生法開示債権（正常債権除く）

損益の内訳

平成２６年度第３四半期

決　算　説　明　資　料

損益の状況

業績の状況

【 単 体 】

㈱東邦銀行(8346) 平成27年3月期 第3四半期決算短信

－　7　－



１．損益の状況

　　　 （単位：億円）

２６年度
第３四半期

２５年度
第３四半期

平成27年3月期
業績予想 （注）

（９ヵ月） 前年同期比 （９ヵ月） （12ヵ月）

経常収益 468 8 460

コア業務粗利益 ① 362 5 356

資金利益 303 6 296

役務取引等利益 61 6 55

その他業務利益
(除く国債等債券関係損益)

△ 2 △ 7 5

経費 ② 285 8 277

　うち人件費 139 2 136

　うち物件費 132 4 127

コア業務純益（①－②） 76 △ 3 79

有価証券関係損益 29 4 25

　国債等債券関係損益 16 2 13

　株式等関係損益 10 △ 3 13

　金銭の信託運用損益 3 4 △1

与信関係費用（A＋B－Ｃ） △ 5 △ 8 2

　一般貸倒引当金繰入額 Ａ －  －  －  

　不良債権処理額 B 0 △ 3 3

　貸倒引当金戻入益 C 6 5 0

その他臨時損益 2 2 0

経常利益 114 11 103 140

特別損益 △ 1 △ 1 △0

税引前四半期純利益 112 10 102

四半期純利益 72 4 68 85

実質業務純益 92 △ 0 93

（注）　業績予想につきましては、平成26年５月12日公表の数値から変更ありません。

【ご参考】

73 4 68 86　連結四半期純利益

（１）経常収益（４６８億円）＜前年同期比＋８億円＞（１．８％の増収）
　　    貸出金及び有価証券残高の増加に伴い資金運用収益が増加したことや預かり資産の販売が
　　 堅調に推移して役務取引等収益が増加したことなどから、経常収益は増収となりました。
（２）コア業務純益（７６億円）＜前年同期比△３億円＞（４．５％の減益）
　　　 資金利益並びに役務取引等利益が増加した一方で、経費が前年同期比増加したことなどから、
　　 コア業務純益は減益となりました。
（３）経常利益（１１４億円）＜前年同期比＋１１億円＞（１１．０％の増益）
　　　　与信関係費用が戻入となったことなどから経常利益は増益となりました。
（４）四半期純利益（７２億円）＜前年同期比＋４億円＞（６．５％の増益）
　　 　 経常利益の増益に伴い、四半期純利益は増益となりました。
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２．業績の状況
（１）総預金（譲渡性預金含む）、総預かり資産

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

53,558 3,656 1,008 49,902 52,550

　　総預金残高（注2） 48,848 3,491 934 45,357 47,914

　　預かり資産残高 4,709 165 74 4,544 4,635

（注2）総預金残高は、譲渡性預金を含んでいます。

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

48,848 3,491 934 45,357 47,914

個人預金 30,064 1,580 653 28,484 29,411

法人預金 9,765 723 381 9,042 9,383

公金預金等 9,018 1,188 △100 7,830 9,119

（注）総預金残高は、譲渡性預金を含んでいます。

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

4,709 165 74 4,544 4,635

生命保険 2,389 439 104 1,950 2,285

投資信託 973 135 56 838 917

公共債 1,347 △409 △85 1,756 1,432

25年12月末 26年9月末

≪総預かり資産（総預金＋預かり資産）≫

≪総預金残高≫

26年9月末

26年9月末

（注1）総預かり資産残高＝総預金＋預かり資産

預かり資産残高

総預金残高

26年12月末

26年12月末

26年12月末

　総預かり資産残高（注1）

≪預かり資産残高≫

25年12月末

25年12月末

　　○総預かり資産（総預金＋預かり資産）は、総預金残高の大幅な増加等を主な要因として前年
　　　 同期比３，６５６億円増加（増加率＋７．３％）し、５兆３，５５８億円となりました。
　　○総預金（譲渡性預金含む）は、個人預金及び公金預金等の増加により、前年同期比３，４９１
　　　 億円増加（増加率＋７．７％）し、４兆８，８４８億円となりました。
　　○預かり資産残高は、生命保険及び投資信託が増加したことにより、前年同期比１６５億円増
　　　 加（増加率＋３．６％） し、４，７０９億円となりました。
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（２）貸出金

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

27,029 701 30 26,328 26,998

　コア貸出金 26,329 1,494 941 24,834 25,387

　交付税等貸出 397 △ 798 △909 1,195 1,307

302 4 △1 297 303

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

26,632 1,499 940 25,132 25,691

14,835 614 477 14,220 14,357

6,351 216 115 6,134 6,236

5,445 667 347 4,777 5,097

（注）事業性貸出金は、私募債を含んでおります。

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

6,351 216 115 6,134 6,236

5,856 185 108 5,670 5,747　うち住宅ローン

貸
出
金

　私募債

　事業性貸出金

　個人ローン

　公共貸出等

26年9月末

　個人ローン

26年12月末

≪個人ローン≫

25年12月末

≪貸出金＋私募債≫

26年9月末

≪コア貸出金＋私募債≫

26年12月末

 コア貸出金＋私募債

25年12月末

　貸出金＋私募債

26年12月末 25年12月末 26年9月末

　　○成長分野関連産業並びに復興需要等へも積極的にお応えしたことなどから、貸出金＋私募債
　　　 は前年同期比７０１億円増加（増加率＋２．７％）し、２兆７，０２９億円となりました。
　  ○コア貸出金＋私募債は、前年同期比１，４９９億円増加（増加率＋６．０％）し２兆６，６３２億円、
       個人ローンは前年同期比２１６億円増加（増加率＋３．５％）の６，３５１億円となりました。

㈱東邦銀行(8346) 平成27年3月期 第3四半期決算短信

－　10　－



（３）有価証券

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

16,948 2,273 81 14,675 16,866

国債 7,474 1,004 △120 6,470 7,594

地方債 2,758 417 100 2,340 2,657

社債 3,915 238 36 3,677 3,879

株式 469 40 36 429 432

その他の証券 2,330 572 29 1,758 2,301

（単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

452 188 134 263 317

株式 164 30 31 134 132

債券 233 144 87 89 146

その他 53 13 14 40 38

３．自己資本比率

【国内基準（バーゼルⅢ基準）】 （単位：％・億円）

26年9月末比

10.26% △0.19% 10.45%

1,883 22 1,861

1,567 22 1,545

31 0 31

18 － 18

266 － 266

－ － －

1,883 22 1,861

18,351 548 17,803（5）リスクアセット等の額

26年12月末 26年9月末

（1）自己資本比率

（2）コア資本に係る基礎項目

一般貸倒引当金

土地再評価差額金

負債性資本調達手段

（3）コア資本に係る調整項目

（4）自己資本の額（2）-（3）

その他有価証券評価損益

　　有価証券残高

普通株式に係る株主資本の額

≪期末残高≫

25年12月末

25年12月末 26年9月末

26年9月末

≪その他有価証券の評価損益≫

26年12月末

26年12月末

　　○投資環境や市場動向に留意しながら効率的な資金運用に努めました結果、有価証券残高は
　　　 前年同期比２，２７３億円増加（増加率＋１５．５％）し、１兆６，９４８億円となりました。

　　○貸出金の増加等によりリスクアセット（分母）が増加したことから、自己資本比率は２６年９月末比
　　 　０．１９ポイント低下し、１０．２６％となりました。
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４．金融再生法開示債権（正常債権除く）

金融再生法開示債権（正常債権除く） （単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

383 △69 △6 453 389 

破産更生債権等 142 △0 0 142 141 

危険債権 234 △61 △5 295 239 

要管理債権 7 △8 △1 15 8 

1.41% △0.30% △0.02% 1.71% 1.43% 

（参考）部分直接償却を実施した場合 （単位：億円）

25年12月末比 26年9月末比

300 △67 △9 367 309 

1.10% △0.29% △0.04% 1.39% 1.14% 

25年12月末 26年9月末26年12月末

25年12月末 26年9月末26年12月末

総与信比

金融再生法開示債権

総与信比

金融再生法開示債権

　　○経営支援等に積極的に取り組んだ結果、金融再生法開示債権は前年同期比６９億円減少の
　　　 ３８３億円、総与信に対する比率は前年同期比０．３０％低下の１．４１％となりました。
　　○当行は、部分直接償却を実施しておりませんが、仮に部分直接償却を実施した場合は前年同
　　　 期比６７億円減少の３００億円、総与信に対する比率は前年同期比０．２９％低下の１．１０％と
　　　 なります。
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５．損益の内訳
（単位：百万円）

増減

経常収益 46,860 834 46,026 1.8%

業務粗利益 37,831 805 37,026 2.2%

(コア業務粗利益） (36,222) (523) (35,699) (1.5%)

資金利益 30,331 656 29,675 2.2%

役務取引等利益 6,167 665 5,502 12.1%

その他業務利益 1,331 △ 517 1,848 △28.0%

うち国債等債券関係損益（５勘定尻） 1,608 281 1,327 21.2%

経費（除く臨時処理分） 28,594 881 27,713 3.2%

人件費 13,925 245 13,680 1.8%

物件費 13,236 454 12,782 3.6%

税金 1,432 183 1,249 14.7%

実質業務純益 9,237 △ 76 9,313 △0.8%

(コア業務純益） (7,628) (△ 357) (7,985) (△4.5%)

一般貸倒引当金繰入額① － － － － 

業務純益 9,237 △ 76 9,313 △0.8%

うち国債等債券関係損益（５勘定尻） 1,608 281 1,327 21.2%

臨時損益 2,213 1,207 1,006 120.0%

不良債権処理額② 63 △ 312 375 △83.2%

貸出金償却 0 0 － － 

個別貸倒引当金純繰入額 － － － － 

偶発損失引当金繰入額 12 △ 210 222 △94.6%

債権売却損等 49 △ 103 152 △67.8%

貸倒引当金戻入益③ 628 551 77 715.6%

株式等関係損益 1,018 △ 342 1,360 △25.1%

その他臨時損益 630 685 △ 55 － 

うち金銭の信託運用損益 342 470 △ 128 － 

経常利益 11,450 1,131 10,319 11.0%

特別損益 △ 180 △ 124 △ 56 － 

うち固定資産処分損益 △ 179 △ 74 △ 105 － 

固定資産処分益 － △ 1 1 － 

固定資産処分損 179 72 107 67.3%

うち受取補償金 25 △ 238 263 △90.5%

うち固定資産減損損失 26 △ 188 214 △87.9%

税引前四半期純利益 11,270 1,007 10,263 9.8%

法人税、住民税及び事業税 3,253 904 2,349 38.5%

法人税等調整額 752 △ 343 1,095 △31.3%

四半期純利益 7,264 446 6,818 6.5%

与信関係費用（①＋②－③） △ 564 △ 862 298 － 

（注１）　コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益

（注２）　コア業務純益　 ＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

２６年度
第３四半期

２５年度
第３四半期

増減率
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